
意見案第９号

ＪＲ二島会社及び貨物会社の経営安定化に関する意見書

昭和62年４月の国鉄分割・民営化によりＪＲ各社が発足した際、北海道旅客鉄道株式

会社及び四国旅客鉄道株式会社については、厳しい経営環境が見込まれたことから、経

営安定基金の設置や固定資産税等の特例措置など、経営基盤の安定を図るための措置が

講じられてきた。

ＪＲ北海道においては、国の支援を受けながら様々な増収策や経費削減などの経営努

力を重ねているが、全国を上回る速さで進む道内の人口減少に加え、人件費や資材価格

等の上昇、鉄道施設や車両の老朽化への対応、安全性を確保するための継続的な設備投

資など、依然として厳しい経営環境に置かれている。

また、ＪＲ貨物が担う鉄道貨物輸送は、農産物や食料品をはじめとする北海道と全国

を結ぶ物流を支える重要な社会基盤であり、トラックドライバー不足への対応や物流の

効率化、脱炭素化、災害時における物流機能の確保という観点からも、その重要性は一

層高まっている。

こうした中、ＪＲ北海道及びＪＲ四国の事業用固定資産に係る固定資産税及び都市計

画税の特例措置、いわゆる「二島特例」並びにＪＲ二島会社及びＪＲ貨物が旧国鉄から

承継した固定資産に係る同税の特例措置、いわゆる「承継特例」は、令和８年度末に適

用期限を迎える。

これらの特例措置は、ＪＲ二島会社及びＪＲ貨物の経営基盤を支え、安全で安定した

輸送サービスを維持する上で重要な役割を果たしており、廃止または縮小されれば、Ｊ

Ｒ北海道等の経営のさらなる逼迫を招き、鉄道ネットワークや物流網の維持、地域住民

の生活や地域経済への影響が懸念される。

北海道における鉄道は、地域住民の暮らしを支えるとともに、観光や産業の振興、さ

らには我が国の食料供給を支える物流を担うなど、本道の暮らしと経済を支える不可欠

な社会基盤である。

よって、国においては、ＪＲ二島会社及び貨物会社の健全で安定的な経営を確保し、

安全かつ持続可能な鉄道輸送及び物流ネットワークを将来にわたり維持するため、固定

資産税及び都市計画税に係る特例措置、いわゆる「二島特例」及び「承継特例」を令和

９年度以降も継続するよう強く要望する。

以上、地方自治法第99条の規定により提出する。
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